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開会 午前１０時００分 

○議長（阿部 寛治） おはようございます。 

  本日は全員出席で開議は成立いたします。 

  傍聴に来庁されました皆様には、本町議会に関心を持たれますことを感謝申し上

げます。 

  傍聴の際は、皆様に配布しております「一般質問通告書一覧」１ページの注意事

項を熟読されまして、ご協力いただきますようお願いいたします。 

  日程第１、「一般質問」を行います。 

  質問者は５名ございます。 

  質問時間は、申し合わせにより答弁を除き１人３０分以内とします。 

  この際、議員の皆様に議事進行に際してお願い申し上げます。 

  本会議での議論は活発になることが大事であると考えますので、多少の発言のず

れは認めたいと思います。 

  ただし、リアルタイムでの配信を行っていますので、質問議員も答弁者も言葉遣

いには気をつけるように求めます。 

  発言内容を精査して、最終日に議長判断を報告させていただきます。 

  ご協力をお願いいたします。 

  それでは、順次、質問を許可いたします。 

  質問順位１番 荒牧 泰範 議員。 

  通告数は２問です。 

○議員（荒牧 泰範） 議席番号１２番 荒牧でございます。 

  ２問質問をさせていただきます。 

  これまでの質問の経過説明を求めるということで、１問目は町長にこれまでの質

問の中から、今回はインフラ整備関係答弁の現況報告を求めます。 

  まず、平成２７年６月の篠栗駅橋上化の問いに、自由通路の協議を重ねる中で橋

上化についてＪＲに再度問い合わせてみるとあるがその後の進捗状況と、同年９月

の駅周辺再開について差し障りがない範囲でのビジョン（青写真）を提示する。 

  次に、平成２８年６月の耐震強度不足による庁舎建替えで、組織委員会を立ち上

げ可能な限り早期に基本構想検討委員会で協議し進める。 

  次、同年１２月の狭隘な道路の無電柱化について、上町・水車橋線及び新町・若

杉線の実験的な無電柱化を考えていく。 

  最後に、去年１２月の県道６０７号線の渋滞緩和策について、問題は門松交差点
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ではなく下町・尾仲間の交差点に右折帯がないことと、新町の押しボタン式信号が

隣接信号と連動してないことと思われるが改善できないか。 

  以上の答弁の経過報告を求めます。 

○議長（阿部 寛治） ただいまの質問に対し答弁を求めます。 

  三浦町長。 

○町長（三浦 正） おはようございます。 

  荒牧議員からの「今期の質問の経過説明を求める」の１項目目として、私に対し

て４項目のご質問をいただきました。 

  「篠栗駅の橋上化の問題」それから、「庁舎の建替えの問題」「狭隘な道路の無

電柱化の問題」それから、「県道６０７号線渋滞緩和策」以上の４項目でございま

した。 

  これにつきまして、現在のところの状況を順次、お答えしてまいります。 

  始めに、「篠栗駅橋上化について」の質問についてお答えいたします。 

  駅の橋上化や北側改札口の増設になどについては、ＪＲ篠栗駅北側からのアクセ

ス改善のための重要施策として検討し、ＪＲ九州と協議を重ねましたが、ＪＲ九州

側の費用負担の課題等から、慎重な態度をとられました。 

  実現に向けて難しい状況と判断し、駅と切り離して町が篠栗駅の東側に自由通路

を設けて、アクセスを改善することはどうかと協議した結果、ＪＲ九州側の了承を

得たことで、自由通路建設に向けて動き出したというかつての経緯がございます。 

  その後、平成２９年３月１５日にＪＲ九州と工事に関する基本協定を締結いたし

まして、平成３０年１２月に竣工予定でございます。 

  平成３１年１月には、自由通路本体を供用開始し、平成３１年度秋頃には、既存

の跨線橋撤去と北側の交通広場を含めた周辺整備を完了させる予定でございます。 

  ご質問の篠栗駅の橋上化等のＪＲ九州の協議の進捗状況につきましては、当該事

業の完成後、利用者の動向を見ながら、ＪＲ九州と交渉を再開して、当該計画が現

実味を帯びた場合は、改めて検討してまいりたいと考えております。 

  当然のことながら、駅東側自由通路の跨線橋につきましては、その際には直結で

きるようなイメージで考えているもので、跨線橋が無駄になるというものでは決し

てございません。 

  次に、「駅周辺開発についてのビジョン」につきましては、これもまた自由通路

建設事業が完成して、篠栗駅の南北の結節機能の改善度合いを見ながら、また駅の

橋上化や北側改札口の増設等の施策が現実味を帯びた際に、駅周辺再開発事業の機
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運が高まれば、ビジョンの策定に着手し、合意形成に努めてまいりたいと考えます。 

  続きまして、庁舎建替えに関するご質問にお答えいたします。 

  庁舎建替えについてですが、平成２８年１２月から係長で構成される検討委員会

において、新庁舎建設に係る検討を行い、「現在の位置での建替え」「既存施設の

利用」「新たな土地への移転」という３つのテーマで、移転場所、建設方法、懸念

事項等を検討してまいったところでございます。 

  平成３０年度に篠栗町行財政改革の一環といたしまして、篠栗町行財政改革推進

プロジェクトチームを立ち上げまして、役場庁舎の今後の方向性を含めた諸施設・

諸資産の見直しを検討しているところでございます。 

  特に、庁舎建替えに関しましては、町民の皆様の安全・安心の確保と利便性向上

を図る必要があるため、慎重な協議を行っているところでございます。 

  今後、外部諮問機関において審議していただき、パブリックコメントにおいて住

民意見を反映した上で、３月議会において、篠栗町行財政改革大綱の一環として、

報告を予定しているところでございます。 

  続きまして、「狭隘な道路の無電柱化について」のご質問にお答えします。 

  現段階において、地中埋設化は膨大な費用と負担が伴うことや、既に埋設された

上下水道などの施設が存在する中で、スペースを確保し埋設することとなるため工

事としても大変困難となるわけでございます。 

  また、無電柱化に及ばないものの、電柱間の距離の延長につきましても、張力に

耐えうる材料等の面で同じく実施に至ってないところでございます。 

  従いまして、現時点では狭隘区間の道路幅員を確保できるよう、沿線地において

電柱移設場所を確保し、少しでも改善を図るべく協議を行っているところでござい

ます。とは申しましても「道路無電柱化」、全国的に今後進めなければいけないと

いう国の大きな事業の一つでございまして、そういう動きをちゃんと見ながらです

ね、地中深く埋めるのではなくて、浅いところでも埋めていくというような協議も

今なされているところでございますから、国の動向をしっかり検討して見ながら、

そして補助ができるような施策になったときには、積極的に取り入れてまいりたい

と考えております。 

  次に、「渋滞緩和策について」県道６０７号線の信号機の管理は、交通管理者で

ある粕屋警察署が行っております。 

  現在の制御方法は、一般信号は、篠栗駅前から交番先までの区間では他の交差点

と連動して、押しボタン信号は単独で制御しているとのことでございます。 
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  駅周辺の公共施設や店舗などへの南北への往来があるこの区間では、現時点で７

０秒のサイクルタイムで調整を行ってあり、歩行者優先の観点から、連動制御でサ

イクルタイムを長くすると信号無視の横断が発生するなど事故を誘発する恐れがあ

るとのことでございます。 

  また、本路線は福岡県土整備事務所の所管施設でございまして、現状の道路幅員

では、右折レーンのスペースの確保が難しい状況ですが、円滑な交通のために改善

の余地がないか、現状観察の上、更に協議を進めてまいりたいと考えております。 

  この件につきましても、門松交差点のバイパス化があと２年、県が申し上げるに

は２年ということでございますから、２年ほどで完成した暁には６０７号線の青の

信号時間が長くなる、そうなってきますと、渋滞緩和が根本的に解決されていく中

で、この車の流れもまた違う方向性に行くのではないかと考えております。 

  もうしばらく様子を見ていきたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（阿部 寛治） 答弁が終わりました。 

  再質問どうぞ。 

○議員（荒牧 泰範） 一つ一つお尋ねいたします。 

  まず青写真についてですが、町というのはやっぱり住民の皆さんに夢を持っても

らうというのも一つの仕事じゃなかろうかと思いますが、駅がある程度見えてきて

からというのよりもできるかできないかは別として、あくまでも青写真ですんで、

先にこういうまとまりがある駅周辺にしたいなっていう絵を出すというのも一つの

手と思うんですが、そのあたり町長、どんなふうにお考えかお答えいただきたいと

思います。 

○議長（阿部 寛治） はい、三浦町長。 

○町長（三浦 正） ただいまのお話でございますが、どうも私がなかなかこれは多

分できそうな流れになるなっていうところまで青写真を出せない性格でございまし

て、そういう意味で、なかなか皆様方には夢のある話はできないでおりますが、Ｊ

Ｒ九州もこの前ちょっとお話をお伺いしましたところ、ちょっと話はずれますが、

香椎の参道のところの立体化というのが、西鉄の方はできましたけれどもＪＲの方

はできてないんですが、２００億かかるんだっていう様なことでございまして、あ

ちこち優先度が高いところをいろいろ言われまして、「そのうちよろしくお願いし

ます」ということにとどまったわけでございますが、これは目があるなっていうと

きには、できるだけ早目に青写真を、まずこちらもこういう絵を描いておりますこ
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とをちゃんと説明しておかないと、そしてまた住民もこれだけ願っておりますとい

うことをお示ししないと、ＪＲ九州さん側も動いてくれないでしょうから、その旨

努力してまいりたいと思います。 

  まずは、新しい跨線橋が稼働し始めて、そしてまた北地区産業団地を含め、北側

の動きが変わっていく中で、私どもも橋上駅についての構想をしっかり具体的に進

めていきたいと思います。 

○議長（阿部 寛治） はい、どうぞ。 

○議員（荒牧 泰範） すみません、町長が石橋叩いて渡るタイプの方だったのを失

念しておりました。よろしくお願いします。 

  次に、狭隘な道路ですが、私、都市整備課長から教えていただくまで存じ上げま

せんで、埋設化しても上にボックスが出てくるらしくて、今の上町・水車橋線です

と埋設してもボックスが結局、電柱と同じ格好で狭隘さがあんまり変わらないとい

うことなんで、この件については、上町・水車橋線は水路の上にそれを持ち出すの

は可能かも含めて、低層な部分でということですんで推し進めていただきたいなと

思うのに加えまして、新町・若杉線は申しわけないんですが、あまりに中学校から

三田病院前を通って若杉線にぶつかる三差路、あそこが非常に視界も悪うございま

すし、狭隘な部分でございますので、あの辺り聞くところによると町有地もあるら

しいんで、そちらの方に電柱移設、若しくはその上の部分については、斜面に移す

様なことが可能であるかどうか、そういうところ、一気には無理でも一個一個片づ

けて行っていただきたいなと思うんですが、そのあたりは町長いかがでしょう。 

○議長（阿部 寛治） はい、町長。 

○町長（三浦 正） 無電柱化そのものの動きっていうのは、やっぱり美観というも

のが、まず１番最初に国の方はきているところでございます。それプラス、狭隘な

道路の実行面積を増やしていくっていうようなこともあろうかと思いますが、今か

ら全国的な課題の中でいろいろこれは明らかにされていく話でございます。 

  そしてまた、２０２０年のオリンピックに向けて、国全体で動いていこうという

ような話でもございますので、これについても今お話のようなことをしっかり頭に

入れて、また機会があれば皆様方と協議し、そしてまた私どもも国土交通省をはじ

め国の機関にご協議をお願いするような場も持ちたいと思っております。 

○議長（阿部 寛治） はい、荒牧議員。 

○議員（荒牧 泰範） 申し訳ございません、舌足らずで。 

  無電柱化、慎重に進めていただくとして、狭隘な道路の解消ということで、新
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町・若杉線の新町部分、出てきたところの三差路部分とその上を何とか先に手を付

けていただきたいんですが、そのことについてはいかがでございますか。 

○議長（阿部 寛治） はい、町長。 

○町長（三浦 正） 町内各方面にいろいろなこれを改善した方が良いという場所が

幾つもあるわけでございまして、その辺のところは担当課と協議いたしまして、住

民の声、それからその緊急度等を図りながら進めてまいりたいと思います。 

○議長（阿部 寛治） はい、荒牧議員。 

○議員（荒牧 泰範） よろしくお願いいたします。 

  最後に、信号についてですが、７０秒サイクルということですが、例えば今、駅

前の３つの信号が青になっていて、青の時間の残存期間が半分以上残っていたら、

もう向こうの手押し機２つはそのまま青になるとかいう制御ができるのか、もしで

きるんだったらそれをやっていただくと、非常に渋滞の緩和になると思うんですが、

そのあたりを研究していただきたいなと思うんですが、いかがなもんでしょう。 

○議長（阿部 寛治） はい、町長。 

○町長（三浦 正） この信号は一つは私も毎朝利用しているところでございまして、

朝の期間はですね、これはちょっとこういう答弁をしながら、確定したところを私

が確認しなかったことは申し訳ないんですけれども、朝の時間はどうも駅前の信号

としっかり連動しているようでございまして、その時間帯については、福岡の方に

行く車の流れを優先しているように思います。 

  そして、通常時間帯になりますと押せばすぐ青に変わる、歩行者信号が変わると

いうような状況でございまして、まずこの辺のところも、粕屋警察署が一生懸命配

慮しながら考えた上で今対応してるということだと思いますので、もう少しその辺

の連動がなされている時間帯、単独で動く時間帯等の細かいことの報告を粕屋署か

ら受けたところで、またご報告したいと思いますのでよろしくお願いします。 

○議長（阿部 寛治） 続き、２問目をどうぞ。 

○議員（荒牧 泰範） 次に、今年３月に質問した義務教育期間の副教材費などの保

護者負担金の年額約７５万円程の無償化についてですが、日本国憲法第２６条２項

に「その保護する子女に普通教育を受けさせる義務を負う。義務教育は、これを無

償とする。」とあり、文言どおりに無償とするためには、副教材費等もこれに当た

ると私は思います。 

  今後の課題との答弁でしたがその経過報告を、また、就職時に企業が志望者の英

語力を測るのにＴＯＥＩＣを重視する傾向にありますが、英語を聞く・読むの能力
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は幼少期に育てなくては効果が現れにくいと言われておりますが英語力向上の具体

策などが検討されているのか、教育長の考えをお尋ねいたします。 

○議長（阿部 寛治） はい、答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（西 邦彰） おはようございます。 

  それでは、荒牧議員の「今期の質問の経過説明を求める②」におきまして、教育

関係について幾つかのご質問をいただきましたので、私のほうから答弁させていた

だきます。 

  まずは、３月定例会におきまして、就学援助費５万円の増額を認めていただき、

小中９年間の受給総額が約７７万円となりましたことにお礼を申し上げます。 

  ありがとうございました。 

  それでは、ご質問の「義務教育期間の副教材費の保護者負担」の検討経過につき

ましてお答えいたします。 

  まず、小中９年間の教材費、給食費、制服代等は、学校区による違いが多少ござ

いますが、約７４万円から７６万円となっております。 

  副教材費の９年間の平均は１人当たり４,９００円の負担となり、小中児童生徒

約３,０００名の保護者負担を軽減するには、毎年１,４７３万円が必要となります。 

  教育委員会といたしましては、限られた予算の有効活用を検討してまいりました

が、６月の大阪府北部地震によるブロック塀の倒壊事故に基づく施設設備の改修や

今後の酷暑に対応するための教室クーラーの設置等、児童生徒の生命身体の安全確

保を最優先に進める必要があること。 

  また、平成３２年度から開始されます新学習指導要領では、情報処理能力や論理

的思考力を育成するためのプログラミング教育が必修化され、コンピュータや情報

通信ネットワークなどの必要な環境を整え、学習活動の充実を図ることとされてお

り、そのため、平成３１年度末までには、町内小中学校において、教育タブレット

端末や電子黒板の準備、それをどの教室でも活用できるためのＷｉ－Ｆｉいわゆる

無線ＬＡＮ機器の設置をしなければならないこと。 

  等々を鑑みまして、教育施設における学習環境の維持向上を教育委員会の方針と

することといたしております。 

  次に、子ども達の英語力向上の機会を設けることにつきましての経過についてお

答えいたします。 

  ３月議会におきまして、議員のご指摘がありましたように、２１世紀を生きる子
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ども達にとって、自分の考えや意見を英語で伝え理解するというコミュニケーショ

ン能力を身につけることは、益々重要になってくることと思います。 

  そこで、「放課後子ども教室推進事業」における英語力の向上につきまして検討

いたしましたが、同事業の趣旨・対象が「全ての子どもを対象とし、安心安全な子

どもの居場所を設け、地域の方々の参画を得て、学習やスポーツ・文化活動、地域

住民との交流活動等の取り組みを推進すること」とあり、英語学習に特化できない

ことや指導員の確保の点から断念しております。 

  次に、中央公民館における社会教育課の主催事業として検討いたしましたが、

「主催講座が成人を対象としていること、指導者の確保や受講料の負担」等から見

送っております。 

  唯一可能なのは、図書館主催事業として実施しております「英語絵本のお話し

会」について、購入図書の充実を図るなどの支援が可能と考えております。 

  次に、これまでの学校教育課の取り組みについてご報告いたします。 

  国の教育の規準となる新学習指導要領が平成２９年に告示され、平成３２年度よ

り全面実施されます。改定の趣旨は「子ども達が大人となる２０３０年代の、変化

の激しい社会を生き抜く資質能力の基礎を育てる」ことです。その資質能力の一つ

として、英語によるコミュニケーション能力の向上が掲げられております。 

  新学習指導要領では、小学校３・４年生で新たに年間３５時間の外国語活動が必

修化され、小学校５・６年生では、外国語科学習として年間７０時間実施すること

となりました。 

  これに従い、３０年度と３１年度は移行期間となり、３・４年生では年間１５時

間、５・６年生では５０時間の実施が義務づけられております。 

  教育委員会では、２７年度より英語教育の充実に取り組み、萩尾分校での全学年

英語活動の実施や小学校英語検定の受験等を進めてきております。特に篠栗小学校

におきましては、篠栗町における英語教育の拠点校としての機能をもたせるために、

平成２８年に地教連の研究指定委嘱を受け、学習指導方法と英語教育カリキュラム

の開発に取り組んでまいりました。 

  平成２９年度からは、篠栗小が開発した指導方法とカリキュラムの普及、英語教

育の指導力向上のために、町内３小学校の教員を対象とした研修会を実施し、町内

のどの小学校でも同じレベルの英語教育が受けられるように準備してきたところで

ございます。 

  また、篠栗町教育大綱の幼小中一貫教育の推進の観点からは、外国人や外国語に
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慣れ親しみ、小学校の英語教育に円滑につなげるというねらいで、町雇用のＡＬＴ

を幼稚園に派遣し園児との交流活動を実施するとともに、小学校と中学校の英語教

育をつなげるという観点からは、中学校英語科教員と小学校教員との合同研修会を

実施しております。 

  そして平成３０年度は、他市町に先駆け町内３小学校におきまして、学習指導要

領の特例措置に基づき、３、４年生は年間３５時間、５、６年生は年間７０時間の

英語教育を２年前倒しして実施しております。 

  また、本年度は新たに１名のＪＴＥを増員し、町内３小学校の児童一人一人のコ

ミュニケーション能力を育てるように取り組んでいるところでございます。 

  以上のように、教育委員会といたしましては、本務である義務教育と篠栗町教育

大綱の充実を図ることを通して、児童一人一人のコミュニケーション能力の育成を

目指していきたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（阿部 寛治） はい、再質問。 

○議員（荒牧 泰範） 微に入り細に入りありがとうございます。 

  ２点だけ確認させてください。 

  まず１点目は、三浦町長が今一生懸命に町の魅力アップするために、人口流入の

ために、北地区産業団地だ、やれ駅東の通路だ、一生懸命やってらっしゃるんで、

その一環として、人口を増やすためにやはり産みたい町・育てたい町でないといけ

ない。そのためには、先ほど申された１,８００万ほどの予算を投じてでも、ここ

に来れば育てやすいんだという印象を与えるというのは、非常に僕は大事なことと

思いますが、ただ教育長がおっしゃった国からの指針で、これから、先ほどの話で

すと２、３年間ですか、莫大な費用を要するということですが、その後、無償化す

ることが可能かどうかっていうのを、まず１点お尋ねしたいんですが。 

○議長（阿部 寛治） はい、教育長。 

○教育長（西 邦彰） はい、お答えいたします。 

  ３月のご質問の折にもご答弁させていただきましたように、優先順位を考えて検

討させていただくということで、進めてまいってきたところでございます。 

  現在、この６月以降の様々な諸情勢に鑑みまして、限られたその教育予算を有効

に活用するためには、優先順位をつけて、特に子ども達の生命・身体の安全を最優

先に進めるということで対応させていただきたいというふうに考えているところで

ございます。 
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○議長（阿部 寛治） はい、荒牧議員。 

○議員（荒牧 泰範） もう１点、学校教育課所管部分については、もう最大限の努

力を払っていただいとるのはわかるんですが、私がお尋ねしている幼年期の英語力

をつけるための施策っていうのは必要と思われますか、どうでしょうか。 

○議長（阿部 寛治） はい、教育長。 

○教育長（西 邦彰） 幼年期の英語教育につきましては、様々な考え方があるかと

いうふうに存じております。 

  一つはやはり、子ども達の考える中心となります母語、日本語で考えてそれを英

語で対応できるかっていうときに、あまり幼少期から行うと、どの言語で思考する

かっていうことでの課題も伺っておりますので、まず、今進めておりますのは、幼

稚園教育要領、そして、文部科学省の小学校学習指導要領に基づきまして、まずは、

外国語になれ親しむというところでの範囲で対応させていただいております。 

  以上でございます。 

○議員（荒牧 泰範） 終わります。 

○議長（阿部 寛治） では、次の質問順位に参ります。 

  質問順位２番 田辺 弘之 議員。 

○議員（田辺 弘之） 議席番号２番 田辺 弘之でございます。 

  今回は、「鳥獣被害対策にジビエ活用を」ということで質問いたします。 

  今、地方ではイノシシやシカなどが増えすぎ、悩みの種となっております。 

  イノシシもシカも繁殖力がきわめて強い動物です。環境省が推定した平成２７年

の生息数を見てみると、イノシシは全国で９４万頭と２０年前の２.３倍、ニホン

ジカは３０４万頭とおよそ５倍に増え続けています。 

  こうした野生生物が農作物を荒らし、被害額は年間２００億円近くにも上がって

おり、その６割以上がシカやイノシシによるものです。 

  特に近年、シカは住民の住む居住区にも頻繁に現れていることなどがニュースで

も多く報道されております。 

  福岡県の第５期第２種特定鳥獣管理計画において、県が調査したシカの生息地は、

糟屋地区においては篠栗町、久山町に多く分布し、両町に隣接する宮若市では半分

の面積に当たる南部地域に広く生息しております。 

  篠栗町の山間部はいうに及ばず、現在、北地区産業団地が開発されている九大演

習林や池の端地区でもシカは多く見られ、たまに県道５４７号猪野篠栗線にシカが

飛び出てきます。 
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  現在、工事車両が出入りしているあたりで軽自動車とぶつかり、車は全損、運転

されている方が軽傷を負ったこともありました。 

  せっかく作った農作物が野生鳥獣に食い荒らされてしまえば、農家としてはやる

気を失います。そこで国は、「捕獲強化対策」として、これまで以上に捕獲数を増

やし、シカ、イノシシの数を１０年間で半分にすることといたしました。 

  増え続けるシカやイノシシの肉など、野生鳥獣肉を活用するジビエ、このジビエ

とは狩猟で得たシカやイノシシなどの天然の野生鳥獣の食肉を意味するフランス語

で、ヨーロッパでは貴族の伝統料理として古くから発展してきました。 

  このシカやイノシシの肉を有効利用するジビエには、今年から特に力入れており、

５月に農林水産省が適切な衛生管理や流通規格に従ってジビエを扱える食肉処理施

設に「国産ジビエ認証」を与える制度を作りました。 

  農作物を食い荒らすため捕獲されるシカとイノシシは多いが、その９割以上が廃

棄されており、食肉利用を進めて農家の稼ぎを増やすことを狙っており、今後は専

門家の委員会が民間の審査期間を定め、最初に申請した食肉処理施設が認証され始

めております。 

  その「捕獲・駆除」に関して、国は野生動物被害の対策の柱としております。猟

友会など、狩猟免許を持つハンター達に捕獲してもらい、奨励金を出す制度を導入

し、平成２７年度、国が投じた額は年間３９億。３年でおよそ２倍に増やしており

ます。 

  これを解消するために、糸島では産学官連携事業としてイノシシなどの獣肉の一

次処理・精肉及び加工・販売を行っているところもあります。 

  福岡県のホームページでは、加工処理施設は１０か所、また、ふくおかジビエ取

扱店一覧を掲載しております。 

  林野庁の鳥獣被害防止対策推進の平成２９年度予算は１１２億ほどあり、そのほ

とんどが鳥獣被害防止総合対策交付金で１１０億、これは市町村が作成した「被害

防止計画」に基づく取り組みを総合的に支援しております。具体的には、侵入防止

柵、処理加工施設、捕獲技術高度化施設等の整備等とあります。 

  国のジビエを地方活性の重要な柱と位置づけ、観光など様々な分野で３年間で利

用量を２倍に増やすことを目的とし、全国１７のモデル地区を選ぶなどして、ジビ

エの安定供給を目指しており、シカやイノシシなどのジビエ、学校給食などでも利

用されるようになりましたが、今後ますます流通量が増えていくだろうとみられて

おります。 
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  野生鳥獣の肉はヨーロッパでは高級食材。厄介者の野生鳥獣が、高級で滋養豊か

な食材に変わるなら一石二鳥です。 

  これらをふまえて、次の質問をいたします。 

  ①鳥獣毎の発生数、捕獲数。 

  ②その被害状況。 

  ③捕獲後の処理。 

  ④ジビエ肉の加工方法。 

  ⑤隣接市町との連携の可能性。 

  以上、よろしくお願いいたします。 

○議長（阿部 寛治） 次、答弁を求めます。 

  はい、産業観光課長。 

○産業観光課長（栗原 俊孝） おはようございます。 

  それでは、田辺議員のご質問にお答えします。 

  まず、最初の「鳥獣毎の発生数、捕獲数」についてのお尋ねでありますが、発生

数につきましては調査を実施しておりませんので不明でございます。 

  捕獲数につきましてお答えいたします。 

  まず、イノシシの捕獲数は、平成２７年度８３頭、平成２８年度１９６頭、平成

２９年度１０８頭で３年合計３８７頭です。 

  次に、シカの捕獲数につきましては、平成２７年度１１頭、平成２８年度２６頭、

平成２９年度５７頭で、平成２９年度につきましては猟友会の捕獲に加えまして、

広域森林組合による捕獲数も含んでおります。３年合計で９４頭となっており、シ

カにつきましては、年々捕獲数も増えている状況でございます。 

  次に「その被害状況について」ですが、米・野菜を中心とした農作物におきまし

ては、年間約４０万円、樹木の剥皮、新芽の食害等年間約１００万円となっており

ます。 

  次に「捕獲後の処理」につきましては、イノシシ、シカともに埋設しております。 

  次に「ジビエ肉の加工方法」についてですが、処理加工施設の設置や移動式解体

処理車等の導入が挙げられます。移動式解体処理車の購入費につきましては、洗浄

から解体までの一次処理ができるもので、国庫補助金の２分の１補助があるものの、

１台約１,７００万円かかるようです。 

  当町におきましては、ジビエの加工施設はございませんので、加工されたジビエ

肉を店舗等へ提供するということはいたしておりません。 
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  現在、加工施設に関する取り組みにつきましても、近隣の加工処理施設に現状を

お聞きしておりますが、篠栗町では常時供給できるほどの捕獲量が確保できていな

いのが現状で、今後の検討課題だと感じているところでございます。 

  次に「近隣市町との連携の可能性」につきましては、現在、篠栗町・須恵町・新

宮町、久山町、粕屋町で組織いたします粕屋地区鳥獣被害防止対策協議会が、「粕

屋地区鳥獣被害防止計画」を策定いたしまして、協議会を中心としまして箱罠によ

る捕獲を推奨するとともに、被害防止に取り組んでいるところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（阿部 寛治） はい、答弁が終わりましたので、質疑がありましたらどうぞ。 

  田辺議員。 

○議員（田辺 弘之） 今答弁で、篠栗・須恵・新宮・久山・粕屋町の糟屋地区５町

で鳥獣被害防止計画とありましたが、シカの捕獲数が増加したとはいえ、思ったよ

りも数が少ないので広範囲にわたってシカの生息が確認されている宮若市との検討

は可能なんでしょうか。 

○議長（阿部 寛治） 産業観光課長。 

○産業観光課長（栗原 俊孝） 以前、宮若市さんとちょっとお話をお聞きしたとこ

ろですが、現在、宮若市さんにつきましては、市の猟友会のほうに捕獲を委託され

ているようで、広域ではなく、市単独で捕獲をされております。 

  それで、篠栗町におきましては糟屋地区になりまして、宮若市さんにつきまして

は、直鞍地区というところになりますので、こちら二つの地区につきましては、農

林事務所が違っております。 

  それとまた、大きな山を隔てておりますので、篠栗町と宮若市との連携というの

はちょっと困難であるんではないかと考えております。 

○議長（阿部 寛治） はい、再質問。 

  はい、どうぞ。 

○議員（田辺 弘之） 直鞍地区と言われましたけど、ちょっとちらっと聞いたんで

すけど。宗像・福津・宮若と連携して、宗像市ではイノシシの肉の加工などを行っ

ているとのことですか、そこに捕獲したシカやイノシシの処理・加工を依頼するこ

とは可能なんでしょうか。 

○議長（阿部 寛治） はい、産業観光課長。 

○産業観光課長（栗原 俊孝） はい、今おっしゃられましたのが、宗像市外２市１

町鳥獣加工施設というところでございまして、そうですね、ここにつきまして、以
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前お尋ねしましたところ、この３市１町以外の獣肉の搬入は認めておりませんとい

うところでございました。 

  それと、捕獲してからの持ち込みにつきましては、とめ刺しを行いまして血を抜

いた後、約１時間で搬入するという決め事になっておるようですので、当町からで

は時間がかかり過ぎるのではないかと思いますので、ちょっと不可能ではないかと

思います。 

○議長（阿部 寛治） 再質問ございますか。 

  はい、田辺議員。 

○議員（田辺 弘之） 再質問というより要望なんですけども、ただいま聞きました

数量的にも加工面でもジビエとしてシカやイノシシの肉を利用することは、とても

ハードルが高いと感じられますが、今後もっと増えていくかもしれない、これらの

鳥獣被害に対して、国や県も今後さらにいろんな政策が取られると思いますので機

会を逃がさず対応することをお願いして、以上質問を終わります。 

○議長（阿部 寛治） では、質問順位３番 横山 久義 議員。 

○議員（横山 久義） おはようございます。 

  議席番号７番 横山でございます。 

  通告どおり、まずは、町有地の売却に関する質問から始めたいと思います。 

  町有地の売却は、町の条例で５,０００㎡以上については、議会の議決を必要と

しますが、５,０００㎡未満は執行部が責任を持って、執行することになっており

ます。 

  ところが、過去に売却された５,０００㎡未満の町有地に理解に苦しむものが存

在していたと考えますので、今回質問をいたします。 

  さて、今回質問に取り上げた旧町有地は、篠栗北地区産業団地開発地区と国道２

０１号を挟んで南側に位置し、側道に並行する形で帯状に存在をしております。 

  そして、旧町有地に接し、その南側に３筆の民有地があり資材置き場等に利用さ

れております。 

  なぜこのような帯状の町有地が存在していたかと申しますと、今から約３０年前

に地元に広場を設置するため、周辺の山林原野等を町が買収した際、買収の条件等

で、おそらく分筆しての買収とはいかず、結果、未利用の余地もある程度残ったよ

うであります。 

  しかし、その後、国道２０１号バイパスの計画が持ち上がり、残地の大部分はそ

の際国に売却し、その売却に漏れた部分が帯状に残ったと思われます。 
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  その間に、町有地を町として利用することはないと判断し売却されたのかもしれ

ませんが、国道が供用開始され、かなりの歳月が過ぎているにもかかわらず、今ま

でに売却の動きがなかったのは、それなりの理由があったからだとも思います。 

  そのことを慎重に検討されたのかどうか。 

  また、このエリアは、平成２９年度に都市計画区域に編入された地域でもありま

す。都市計画区域に入ると土地の価値が上昇することは容易に想像できます。 

  それなのに、なぜその２年前の平成２７年度に民間に売却しなければならなかっ

たのか。売却に至った経緯を説明願いたいと思います。 

  更に、売却面積及び売却単価も教えていただきたいと思います。 

○議長（阿部 寛治）  ここで答弁を。 

  はい、町長。 

○町長（三浦 正） 横山議員の町有地売却についてのご質問についてお答えいたし

ます。 

  ３０年前ほどの事項について今ご説明がございました。 

  その後、この土地は、以前から町有地が民間の土地の有効利用を妨げるような状

況にあったものですから、所有者のなかの先代社長からも、前町長に対して、つま

り横山議員に対しても払い下げをお頼みされていた経緯もある土地というふうに聞

いているところでございます。 

  そうした中で、今回払い下げに至った経緯につきましては、まずは所管の総務課

長から答弁をいたしたいと思います。 

○議長（阿部 寛治） はい、総務課長。 

○総務課長（大塚 哲雄） おはようございます。 

  それでは、横山議員のご質問にお答えをいたします。 

  議員が言われる当該地につきましては、平成２７年９月第３回定例会の２６年度

決算認定時の財産管理費、境界確定等の委託料の中で説明をいたしておりまして、

平成２６年度当初から進めていたものでございます。 

  町有地の未利用地の売却を進めている中、当該地につきましては、国道に面する

囲繞地、いわゆる囲い込み地の町有地でございまして、囲繞地通行権を付しての一

般競争での売却が、問題が生じる恐れがあること。 

  また、町有地と民間の土地の間に町道を伸ばすにしても、土地の形状等から多大

な費用が生じることから、隣接地所有者３名の土地購入の意思を確認いたしまして、

境界確定・分筆等の測量を実施いたしております。 
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  土地売却につきましては、平成２７年度に土地の鑑定評価を実施し、売却をいた

しております。売却面積は、西側が３０９㎡、間が３８５㎡、東側２７６㎡で、土

地の形状によりまして、売却単価は㎡あたり西側１万５,１００円、間が１万８,９

００円、東側１万８,０００円でございます。 

  なお、当該土地の売却に取り掛かりました当時におきましては、当該地域を市街

化調整区域から市街化区域に編入する区域区分の変更する具体的な計画はございま

せんでしたことを申し添えておきます。 

  以上でございます。 

○議長（阿部 寛治） 再質問があったらどうぞ。 

  はい、横山議員。 

○議員（横山 久義） 今、総務課長の方から答弁がございました。 

  当然、私が町長しているときもですね、担当課長の方からも話が上がってきまし

た。その時は、担当課長の方でですね、これはお断りしてますというふうなことで、

それでよろしいですかということで、その理由もですね、はっきりと述べてのこと

でした。 

  どういうことかと言いますと、いわゆるこの３筆、今質問したように資材置き場

だとかですね、そういうものに利用されているわけですが、いわゆる２０１号線の

出入り口を町有地が帯状できれいにふさいでいます。その当時はですよ。 

  普通だったら、そこを使用させなかったら出入りができない、利用できないんで

すけれども、町はバイパスができた当時からですね、いわゆるそこの出入り口とし

てですよ、無償で利用をしてもらっています。 

  ですから、利用するのには何の支障もないということで、それと、大事なことは、

いわゆる、将来ですね、町があの地域、いわゆるその３筆も含めてですね、買い上

げることがあるんじゃないかなということも考えました。 

  というのは、いわゆる例えばですよ、テニスコートをいわゆる北勢門の方で何面

か作りたい。そういう時にはですね、いわゆる出入り口を町有地で持っているわけ

ですから、その３筆の所有者にですね、売却、いわゆる購入の話がしやすいんじゃ

ないかなと、そういうことも、将来も見据えてやはり考えなきゃいけなかった。 

  それともう一つ心配したのは、産業廃棄物の、いわゆる業者のですね、今町有地

があったからこそ、全くそこには手をつけないけれども、これは将来ですね、例え

ばそういうふうな、いわゆる方に売却された時に防ぎようがない。そういうことも

含めてですよ。いわゆる、今までずっと売却をしていなかったっていうのが実情な
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んです。 

  ですからそれは、三浦町長になって考え方が変わるのは、それは構いはないと思

うんですけども、いわゆるなぜ２７年なんだと、今、総務課長、いわゆる都市計画

区域に編入する計画は全くなかったということですけども、それは違うと。その構

想なんかはですね、もっと以前からあったはずなんです。 

  ですから、いわゆる都市計画区域にですね、編入する２年前にあえて売らなけれ

ばいけなかったのか、どうしても売るということになればですよ、都市計画区域に

入った後に売ればですね、それだけ町に高く、ひょっとしたらですよ、評価額を見

なければいけないんでしょうけども、もっともっと高い値段で売れたんじゃないか

なと思います。 

  それから、評価額でですね、土地の鑑定で売られたということですけれども、土

地の鑑定というのはあくまでも、いわゆる一つの目安です。 

  ですから、あそこを例えば売る場合、いわゆる出入り口を町有地がふさいでいる

わけですよ。 

  ですから、その南側の民有地の方はですね、いわゆる、評価額がこうだからこれ

で売買しますよじゃなくて、それはもっと私は価値のあるものだったと思います。 

  そこら辺、本当に都市計画の考えが全くなかったのか。私はあったような気がし

ますけど、もう一遍答弁願います。 

○議長（阿部 寛治） はい、町長。 

○町長（三浦 正） 私から少し答弁をいたしますが、１番最初にお話があった、売

るべきじゃないという判断、これは前町長の時のそういう判断であったでございま

しょうか、それについては、私が何も言葉を挿むものでございませんが、当時私ど

もは、土地の有効利用を含めて、町有地の未利用地の売却を各方面で進めておった、

これは２４年ぐらいからずっと進めて財源に充てていた時代がございます。 

  そうしたことから、いろいろな土地を売却してまいりました。 

  下町、乙犬、そしてこの津波黒地区の売却でございます。 

  それについては、当然のことながら売却の代金に民間の私ども不動産業者ではご

ざいませんから、客観的な判断として不動産鑑定評価の価格を基に売却をする、そ

の公募をしていくというようなことを進めていったわけでございますが、乙犬の土

地あるいはここの土地につきましては、条例にも謳っておりますように、隣地の方

がどうしても必要としてそれが妥当性・正当性があるようであれば隣地の方に売却

するというようなことを進めて未利用地の有効利用、売却を進めていったところで
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ございます。 

  そういう経緯があって私の政策といたしましては、未利用地の積極的な売却によ

る財源確保をするということに基づいての判断でございました。 

  併せて、当初からこの土地について、都市計画区域の変更等について、もうわか

っていた中で、いわばお話の趣旨は実質的に安く売却したんじゃないかというよう

な趣旨のお話であろうかと思いますが、少し時間的なずれのことが、時間的なずれ

といいましょうかタイムラグのことについて、後から結果としてごらんなられると

全てがわかった中でのことじゃないかっていうふうに、お話のように聞こえるんで

すけれども、これについては個々の事情がいろいろありまして、この土地につきま

しては、平成２５年ぐらいから私に対して隣地の所有者から是非とも売っていただ

きたいというお話が常々あって、それについて、未利用地の有効利用ということで、

売却の条例も作った上で、しっかりとした客観的な判断ができる中で、固めた上で、

そういう要望に応えて行きましょうという、長い期間の流れがございました。 

  そうした中で、平成２６年度から具体的に進め、それぞれ三つの所有者の方々に

内々でお話をし、そしてまた、それについての分筆登記、評価額の鑑定評価等々も

やった上で、その分筆登記等の費用も含めたところで不動産鑑定価格に加えて売却

いたしますよ、それでいいですかということで進めていったところでございます。 

  ちょうど折しもそういう時期の中で、九州大学が独立行政法人なって大学法人に

なったことから、是非とも、九大用地のところを売却したいというお話がありまし

て、平成２７年第２回の臨時議会におきまして、そこの地域は産業用地として開発

していきたいということで、１億４,３００万円の売却の議決をいただいたもので

ございます。 

  その後、この産業用地として開発していくにあたっては、当然のことながら地区

計画を張って開発計画を進めていくわけで、その中で、都市計画区域の編入をして

いくにあたって、この国道の南側についても同様に都市計画区域に変えていかなけ

ればいけないという状況が出てきたわけでございまして、ご質問の該当地を売却さ

れるときには、私どもはこの全体計画の中の色付けを、もう内々でしてたというよ

うなことは決してございませんでしたので、その辺の時系列のことをもう少しお含

みおきをいただいてご理解を賜ればと思います。 

○議長（阿部 寛治） はい、横山議員。 

○議員（横山 久義） 今ここでですね、この議論をしても仕方ないんですけども、

この２０１バイパスの南側の、この今回都市計画区域に編入したところはですね、
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もうずっと以前からこれ編入すべきだというふうな話というのはちょっとございま

した。 

  ですから、当然、町長の耳にもそれは入っていたと思うんですけども、そういう

ことがあるから、今度、産業団地の編入のときにですね、あわせて編入されたとい

うふうに思っておりますんで、それは全くなかったと言われるならそれはそれでも

仕方ありません。 

  ただ、議会議員として、今まで５,０００㎡未満はですね、いわゆる、執行部が

責任もってやってくれるということで、正直言って決算のときにですね、ここにつ

いてはですよ、いわゆるチェックしてなかった、それは議員としても反省しなきゃ

いけないと思うんですけども、今後はそういうところも含めてですね、いわゆる決

算のときにも詳細なことをですね、説明を求めることになろうかと思っております。 

  以上で第１問目の質問は終わります。 

○議長（阿部 寛治） では、２問目どうぞ。 

○議員（横山 久義） 次の篠栗北地区産業団地開発事業に関する質問に移ります。 

  開発エリアはボタ山跡地が多く占めておりますが、木々が植わっていた時は感じ

なかったものの、伐採後旧ボタ山がこれほど急峻だったとは正直思いませんでした。 

  町民の方も恐らく同じように感じられたものだと思います。 

  私に対する問い合わせが格段に増えてまいりました。 

  しかし、今までに執行部から受けた説明だけでは到底十分な説明ができないと判

断し、議員任期中に本地区の詳細を把握するため、今後３回の一般質問の機会も有

効に使い町民の皆様からのあらゆる問いに対応できるようにしたいと考えておりま

す。 

  質問は、時系列的に行いたいと思いますので、今回は、本地区の構想から計画初

期段階の事を主に質問したいと思います。 

  最初は、ボタ山のボタが産業廃棄物であることを知った時期についてお尋ねをい

たします。 

  なぜこのような質問を行うかと申しますと、ボタは産業廃棄物で、地区外に搬出

するには多額の費用がかかるかと。 

  更には、受け入れ先がない場合は、搬出そのものが困難であること。 

  また、ボタの種類によっては、建物を建設する際、ボタが基礎部分を腐食させる

ことからかなりの深さまで健全な土に入れかえなければならないことから、ボタ山

の開発は課題が多いと言われております。 
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  しかし、町は九大演習林跡地を購入する際、既に産業団地の構想があったと説明

を受けていますが、計画当初、執行部にはボタが産業廃棄物であるとの認識はなか

ったように思われます。 

  ボタ山開発の基本的認識はなく、この大型開発計画に着手となると、ややお粗末

と言われても仕方ないかなと思います。 

  いつの時点でボタが産業廃棄物だったことを認識されたのかお尋ねをいたします。 

  次は、産業団地計画支援業務委託業者の選定及び委託内容について、数点をお尋

ねします。 

  一つ目、平成２７年度に支援業務委託業者を選定するにあたり、６社指名による

プロポーザル方式で業者を選定されたようですが、プロポーザル方式を採用する場

合は、資格基準を設け、一般公募を行うのが普通だと私は認識しております。 

  ですから、このプロポーザル方式で業者を指名するなど聞いたことがなく、驚い

ております。 

  いずれにしろ、この入札は業者を指名しての競争入札であります。 

  入札は指名競争入札だとの認識に立ち質問を続けますが、指名６社中５社が辞退

されたとの報告を最近担当課から聞き驚いております。 

  自治体によっては、１社による指名競争入札は無効だとしております。 

  我が町では有効と判断されているようですが、その根拠をお示し願いたいと思い

ます。 

  二つ目、プロポーザル方式と言いながら、６社を指名し、その中の５社が辞退、

その結果、町長と縁が深いＦＦＧ（福岡フィナンシャグループ）１社のみが残り、

このＦＦＧが落札したということですが、例えこの入札が有効だったとしても、６

社中５社が辞退すること自体、異常だと思い業務内容に問題があったのではないか

と慎重に見直し、場合によっては業者選択をやり直すべきだったと思いますが、町

長の見解を求めます。 

  三つ目、前の質問と関連がありますが、委託業務内容を見ますと、最初から開発

ありきの内容になっております。 

  これでは、この地区で産業団地を開発することは困難と判断した業者は入札を辞

退するしか方法はなかったのではないでしょうか。 

  町長は６社中５社が辞退をしたことをどのように思われたのかお聞かせください。 

  四つ目、町の将来を考え、町は十分に採算がとれると判断し、この開発を町が事

業主となって推進することを決定されたと思いますが、何しろ町には大型開発はも
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とより、開発そのものの経験がないことから、まずは、採算性を重視し専門である

コンサルにその点は聞く必要があったと思います。 

  町長の見解を求めます。 

  また、支援業者のＦＦＧは金融に詳しく融資に対してもシビアな考えを持つ業者

でもあります。 

  従って、採算性について厳しいアドバイスがあったのではないでしょうか。 

  実際はどうだったのか報告を願います。 

  最後になりますが、支援業者との契約が２８年度以降も続いているようです。 

  その理由をお聞かせください。 

  また、２８年度以降の委託料についても報告をお願いいたします。 

  以上です。 

○議長（阿部 寛治） はい、答弁を求めます。 

  はい、三浦町長。 

○町長（三浦 正） 横山議員からの２番目のご質問「篠栗北地区産業団地開発事業

の疑問点」についてお答えいたします。 

  まず、今定例会の開会日の諸情勢報告の際にも申し上げましたが、私といたしま

しても本件をはじめ諸々の案件について、この２年間あまり、少し議会への説明が

足りなかったかなと大いに反省しているところでございます。 

  議会におかれましては、平成３０年第１回定例会において「篠栗北地区産業団地

整備事業特別委員会」設置に関する決議が全員一致で採択されまして、その後様々

な点について、詳細にご検証をいただいてることに改めて感謝を申し上げる次第で

ございます。 

  では、ご質問に関する各項目の答弁につきましては、まず、まちづくり課長から

いたさせますのでよろしくお願いします。 

○議長（阿部 寛治） はい、まちづくり課長。 

○まちづくり課長（三明 祐治） それでは、お答えいたします。 

  まず、一つ目の「ボタ山のボタが産業廃棄物だったことを知った時期について」

でございます。 

  本開発事業の計画前から当該産業団地開発区域の区域内の一部にボタ山があるこ

とや産業廃棄物に属する鉱滓となることも認知しておりました。 

  また、平成２７年度に実施いたしました篠栗北地区産業団地開発計画測量業務に

おいて、ボーリング調査等のデータからもボタ量を推計していたところでございま
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す。 

  このようなことからボタを場外に持ち出すことで産業廃棄物扱いになることから

場内でのボタの活用を目指しているところでございます。 

  そこで粕屋保健所にボタの取り扱いに関し確認を行ったところ、炭分が３０％以

下であれば鉱業保安法において廃棄物でなかったもの、もしくは、産業廃棄物処理

法における自然物という取り扱いが妥当であるとの見解を得ており、再度、町でも

実施すべきではありますが、本体工事を実施しております若築建設によりますと２

０％台であったとの報告を受けているところでございます。 

  次に、「同地区計画支援業務委託業者の選定」についてのご質問でございます。 

  平成２７年度の同地区計画支援業務委託業者の選定につきましては、随意契約に

あたる指名型プロポーザル方式を採用いたしております。 

  ６社中５社が辞退し、１社によるプレゼンテーションを受け、提案内容の精査を

行い契約に至っております。 

  指名競争入札におきましては、このような辞退があった場合は、再入札を行うと

ころでございますが、随意契約におきましては、明確なガイドラインの策定をして

いなかったことから、１社随契も行っておりました。 

  現在はプロポーザル方式を実施するにあたり、平成２９年度からは、ガイドライ

ンを作成し、複数の参加者が見込めない場合は、公募型プロポーザル方式を採用い

たしておるところでございます。 

  今回の仕様は、九大演習林の一部を取得し、開発することを前提に行っておりま

すが、どのような開発が町にとって好ましいものか様々な提案を受ける下準備を委

託したものでございます。 

  また、辞退した業者の辞退理由に関しましては、辞退届の内容から判断すること

はできませんが、プロポーザル方式は、業者の提案内容を重視することから、仕様

の内容に不備があったものとの認識は持っておりません。 

  次に、「採算性を重視しコンサルタントの意見をまずは聞くべきだったのでは」

とのご質問でございます。 

  支援業者であるＦＦＧビジネスコンサルティングには、安定した業種や雇用に関

するアドバイスは受けておりますが、採算性に関する相談は行っておりません。 

  しかしながら、関係機関との開発協議会や各種許可申請手続きにおいて、工法の

変更が指示されるなど、当初の計画から工事費増となっているのは確かでございま

す。コンサルに相談したとしても判断が難しいものであったと感じているところで
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ございます。 

  「採算性の件」につきましては、今後、進出企業からの税収や町のランドマーク

となるべく賑わいの創出、また産業団地内道路を篠栗北交差点の渋滞緩和の迂回路

としての活用など、今後様々な効果を総合的に捉えていただきたいと存じます。 

  支援業者であるＦＦＧビジネスコンサルティングは、月２回実施しております篠

栗北地区産業団地開発協議会の運営並びに他団体の情報収集、法令関係のチェック

など多岐にわたる業務に携わっていることから継続的な観点から複数年の契約を実

施しているものでございます。 

  平成２８年度以降の契約額についてでございますが、平成２８年度は３９９万６,

０００円、平成２９年度３８８万８,０００円、平成３０年度２８０万８,０００円

となっております。 

  以上でご回答とさせていただきます。 

○議長（阿部 寛治） 答弁が終了しました。 

  はい、横山議員どうぞ、再質問。 

○議員（横山 久義） まず最初、ボタがですね、いわゆる産業廃棄物であるかとい

うことを最初ご存じだったのかというふうに私はお聞きしたんですけども、今の課

長の答弁では、いわゆるボーリング調査をやりましたよと、そういうことで、いわ

ゆるその数値を見て、細かな数字はわかりませんけども、これは、いわゆるそう問

題ない、ボタの中もいろいろありますからね。 

  ということを、いわゆる保健所でも確認しましたよと、そういうふうな答弁はあ

るんですけども、そうなる前ですよ、私が言っているのは。 

  いわゆる、これだけの大型な開発をやろうとするときにはですね、やはり町長も

そうですけども、担当課もですね、ここはボタ山があることは最初からわかってる

ことなんです。 

  あそこまでのボタとは正直言って植栽を除けないとわかりませんでしたけども、

そういうことで、特にボタがですね、大きな、いわゆるネックになるということは

想像をしやすかったんじゃないかなと思う。 

  ですから、そのボタがですね、どういう取り扱いをされているのかというのを最

初ご存じだったのかということ私は聞いてるんですね。 

  今更聞いても仕方ないことですけども、ただこれはですね、当時の課長は「ボタ

は産業廃棄物だよ」と私が言ったときに、「ええっ、そうですか」と驚きの声が上

がりました。町長も委員会か何かの答弁の中でですね、いわゆる、搬出土はですよ、
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ボタとは言ってなかったんですけども、近くに例えば住宅の開発があるようだから、

そこらのにも持っていけますよというような言い方もされた。 

  その時聞いたときに、ボタの取り扱いというのがどこまでわかってあるのかなと

いうふうに心配したからですね、聞いただけです。 

  だからこれはもう答弁要りません。 

  ただ、今課長が答弁された中でですね、数値のことがあります。ボタのですね、

いろいろある。結局、その中で数値を言われたけども、それでここのボタがですよ、

ならば外に自由に持ち出せるボタなのかどうか、一つはね。 

  それと、例えば整地しますよね。いわゆる進出企業が建物を建てる。その時は当

然基礎はいるわけですよ。 

  だから、ボタが露出するところが出てくると思うんですね。それの時にそのまま

使っていいですよと。 

  要するに、置換工事というんですか、何メーターか掘り下げて、その健全な土を

入れかえなければいけない、それは大変なことになるんですけどね。 

  それが、だからしなくていいのか、その２点についてまずお聞きしたいと思いま

す。 

○議長（阿部 寛治） 町長から、はいどうぞ。 

○町長（三浦 正） 冒頭の部分で答弁要らないという話ではございましたけれども、

すみませんが。 

  ボタ山という認識は最初からしておりまして、私が住宅開発にも持っていけます

よって申し上げたのは当然のことながら真砂の部分の土地の話をしていたわけでご

ざいまして、この開発の計画がスタートする段階で、どれぐらいのボタ山で、どれ

ぐらい深さがあって、そしてこれについては、中に盛り返して、その上に表土を載

せてという工事をしていく中での構想でございましたことを改めてご報告をいたし

ます。 

  当然搬出土については、全て真砂を持っていくということでございますのでご認

識いただければと思います。 

  そして、そのなおかつそのボタの比率について、先ほどまちづくり課長が申し上

げたものでございまして、これは、いわゆるそこの先端がですね、非常に高度な先

端技術でもって、かなり細かい真砂に近いような残土を置いていたということが結

果としてわかったわけでございまして、その比率的には、産業廃棄物の基準を下回

る２０％台のものと判断できますよということを土木会社のほうから受けているわ
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けでございます。 

  だからといって、これを全て「じゃ外に持っていきましょう」とか「表土にしま

しょう」とかいうようなことを私ども検討しているわけではございませんで、土木

事業につきましては、当初の計画どおりやっていくということを進めているわけで

ございます。 

  私の答弁でもし不十分なところがあったら課長なんか言いますか。 

  ちょっと不十分なところがあるかもわかりませんので、課長が申し上げます。 

  議長すみません、いいですか。 

○議長（阿部 寛治） 許可します。 

  はいどうぞ。 

○まちづくり課長（三明 祐治） はい、お答えいたします。 

  最初の炭分調査につきましては、今、町長のほうから回答があったとおりで、今

のところ業者からの調査報告に関しましては２０％台であったと。 

  今、先ほど申し上げたとおり３０％以上であれば廃棄物処理法における鉱滓の扱

いになるということでございますが、改めて、町も確認してですね、必要になれば、

その調査も含んで今後重要な課題になるかと思いますので、調査を実施したいとい

うふうに考えております。 

  それから、基本、今言うボタを、場内処理をすることとしておりますので、今業

者の協力を得てですね、盛土試験に入っているところでございます。 

  どれくらいの締め固めに期間がかかるのか等々ですね、それから先々、工場が建

つ立地に関してのですね、どういった支持地盤となるのかというようなこともござ

いますから、その調査を今行っておりまして、大体来年の２月ぐらいにはですね、

その報告書が業者の方からされるということでの段取りになっておりますので、ま

たその時期が来ればしかるべき機会を得て報告を差し上げたいと思っております。 

  以上です。 

○議長（阿部 寛治） はい、横山議員、再質問どうぞ。 

○議員（横山 久義） 最初に課長の答弁の中でですね、気になる答弁がございまし

た。というのは、開発というものはですね、これは最初に執行部のほうからこの計

画の提案があったときにですね、町が事業主体でやるというようなことで、ほかの

議員からもですね、その慣れない町がやらなくて民間に全部そのまま任せたらどう

ですかという意見もあったと思うんです。 

  その時に、いや絶対に町が、いわゆる採算が取れますよということでですね、こ
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の事業というのは、少なくとも私は了解をしているわけです。確かに、いろんな不

安はあったけども、そこら辺はきちっとクリアしていくんだろうと。 

  しかし、先ほどの答弁では、いわゆる税収がですね、あとはカバーするみたいな

ね、そういうことじゃなかったと思うんですよ。 

  それは税収が上がるのは当たり前のことなんですよ。 

  今、例えば、２社目が進出してきそうなことでですね、いろいろとそれ良かった

というふうなことも言われる町民の方もおられます。 

  しかし私に言わせると、当たり前のことなんですよ。最初から６社が入ってくる

ことを前提にですね、計画地は成り立っているわけですね。そして、事業費という

のはあくまでも、そのあとの税収というものは、税収で当然町のもうけなるわけで

すから、利益になるわけですから、それを当てにしてはやってないわけですね。 

  それをやるんやったら、最初に議会にですね、このままだったらとてもじゃない

けど最初の５年間はどうしても、いわゆる何億なら何億の赤字が出そうですと、し

かしそれでもやる価値がありますだとかね。そういう話で議会に下ろさないと。 

  議会に最初に下ろしたとき、私は何度も聞いてるんですよ。 

  「採算取れますか、大丈夫すか、収支大丈夫ですか」その都度返ってきた答えは

「大丈夫です」という答えなんですね。それが去年の暮れぐらいまではそうやった。 

  今年になってぴたっと止まりましたね。 

  だから、大丈夫じゃないということだと思うんですけど、私は今からでも大丈夫

な方法はあると思うんですよ。 

  これはまた２回目、３回目のいわゆる１２月・３月にするときにお話ししますけ

どね、いわゆるパートナー企業というのは一体何なのかという話に、これはちょっ

と飛びますから今日の質問に。だから、そういう時にですよ。例えば、今だったら

よ、町だけは損害は受けるんですね。工事費というのは、膨大な数字になってます

から。 

  でも、例えば、ＦＦＧにしてもですよ、パートナー企業にしても何の損害も今の

段階ではないんですよ。こんなね、バカみたいな事業はないと思う。 

  だからこれは、次回その次に質問しますけど、そういうこともやっぱりシビアに

考えてですよ、パートナー企業だとか、ＦＦＧだとかですね、ＦＦＧがどうも話聞

いていたら１番取り仕切っているみたいな気もしますから、言葉悪いけども。 

  そういうところもやはり、ＦＦＧといったらお金は幾らでもあるんですからね。 

  そういうとこからも引き出すぐらいのですよ、ものがないと赤字が出たらそれを
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例えば三者で割りましょうだとかね。 

  それぐらいの覚悟を持って、やはり町も望まないと良いところだけ持って行かれ

るような気がしてなりませんので、これは答弁要りません。 

  そういう方向で今後、私は質問していきたいと思います。 

  それと町長が、特別委員会をね、３月に設置してもらった。でも、今まで開催さ

れたのは３回しかないんですね。その都度、資料要求してもそれが何か月後かに出

てくるだけ。だからもっともっとやはり、資料要求ももっと増えると思うんですね、

それはやっぱりその資料がまとまったら、随時、委員長に言って開催をしていただ

くように、これはもうお願いをして一般質問を終わります。 

○議長（阿部 寛治） 何か町長。 

  はい、どうぞ。 

○町長（三浦 正） すみません。 

  答弁要らないということでございますが、２，３つちょっとご説明を申し上げま

すと、ＦＦＧという本体ではなくて、ＦＦＧビジネスコンサルティングという調査

会社と契約をしているというところでございますが、それが一つと、それとパート

ナー企業とは、詳細にいろいろ打ち合わせをしているところでございますが、パー

トナー企業については、私どもは１銭も持ち出しをしていないと、当然パートナー

企業だからそうだとおっしゃればそうなのかもわかりませんけれども、私どもはパ

ートナー企業に対しては１銭も今支払いをしておりません。要求もされておりませ

ん。 

  ただし、パートナー企業は責任を持っていろんな企業を見つけてきましょうとい

うような具体的な約束事をしているわけでございまして、１番肝心の先ほどからお

話があった「採算取ると言ってたんじゃないか」と「それが取れてないのをぴたっ

と言わなくなったのは取れてないからじゃないか」っていうなことでありますが、

言われればそういうふうに判断できるかもわかりませんが、この事業自体に対する

採算性はちゃんと取れていて、当初から予定しております。いろんな当初から予定

していなかった、いわゆる周辺住民の皆様方を納得させるための附帯的な工事にか

なり予算を投じているということが、予算が膨らんだような話になっているという

ことで、これについては、また特別委員会あるいは、次の議会でまたご質問がある

ということでございますので、その際に私どもの考えをご説明してまいりたいと思

います。 

  ありがとうございました。 
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○議長（阿部 寛治） はい、終わります。 

  時間が１時間２５分ほど経過しております。 

  ここで１０分休息に入りたいと思います。 

  どうぞ。 

休憩 午前１１時２５分 

再開 再開１１時３５分 

○議長（阿部 寛治）全員お揃いですので、一般質問を再開します。 

  では、質問順位４番 大楠 英志 議員。 

○議員（大楠 英志） 議席番号８番 大楠 英志 でございます。 

  「ふるさと納税の現状と特産物（返礼品）等の進捗状況」をお尋ねいたします。 

  地方の多くの人は、生まれ育ったふるさとを離れて、就職等を機に生活の場を都

会に移し、そこで納税をしておられます。その結果、都会の自治体は税収を得ます

が、自分が生まれ育ったふるさとの自治体には税収が入りません。 

  そこで、ふるさと納税とは、自分が育ったふるさとや応援したい自治体に納税で

きる制度でございます。納税と言いますが、実際には寄附となります。都市一極集

中だけでなく、地方の自治体に寄附をすることにより、地域の活性化を応援する。

そこに、ふるさと納税制度が誕生した一つの理由でもあります。 

  特に返礼品等において、競争が激化し、本来の趣旨から逸脱しているとの批判も

あります。しかしながら、手をこまねいていては、我が自治体の貴重な寄附財源を

他の自治体に持って行かれるわけでございます。せめて篠栗町においては、寄附分

が税控除額よりプラスになるよう努力するべきであります。 

  今、多くの地方自治体においては、増加する扶助費や地方交付税の減額等で財政

が大変厳しい状況であると思われます。財源不足で新規事業に取り組めない地方自

治体や、過疎や少子高齢化で農地や山林の荒廃化が進んでいるとそういうことも聞

いております。 

  しかしながら、ふるさと納税における返礼品で、地方・地域の商店や農産物の生

産で地域が活性化している事例もたくさん聞いております。更に、自治体において

も、新しい施策や事業ができている。このことから、ふるさと納税制度の推進を求

めるものでございます。 

  そこで、篠栗町のふるさと納税の現状を尋ねます。 

  ふるさとの納税の件数と納税額、それから税控除額を尋ねます。 

  糟屋地区１市７町の報告も求めたいと思います。 
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  篠栗町における返礼品はどのような品物を持っておるか。また、篠栗町の特産物

開発として、コンニャク栽培に長年取り組んでこられましたが、現状と今後の見通

しをお尋ねします。 

  ある自治体におかれましては、荒廃農地対策として薬草部会を立ち上げられ商品

化も近いと聞いております。近年、国内の漢方製剤・生薬の生産金額は拡大する中、

生薬の原料は約８割が中国からの輸入に依存しているとのことであります。他方、

生薬の原料は中国国内の需要の増加等により、安定的な原料調達が不安材料と聞い

ております。山間地区の圃場の荒廃化防止・活性化対策として大変有効と考えてお

りますが、検討されてはどうか提案をいたします。 

  次に、協働のまちづくりをめざして、「協働のまちづくり事業」を推進してあり

ます。この事業は年間予算が３００万円で、まちづくりに町民の参画を促すものと

大きな期待を寄せております。しかし、参加団体数は思ったように伸びず予算を余

しております。私の思うところでは規則等の自由度は少なく、敬遠されているので

はと思っております。そこで、少し規則の見直しをして、ふるさと納税における返

礼品や特産物の開発等も補助事業として編入されるようにしてはいかがと考えてお

りますが、執行部の答弁を求めます。 

○議長（阿部 寛治） はい、質問が終了しました。 

  町長どうぞ、答弁をお願いします。 

○町長（三浦 正） それでは、大楠英志議員の「ふるさと納税の現状と特産物（返

戻品）等の進捗状況を尋ねる」というご質問にお答えいたします。 

  ふるさと納税の趣旨については、ご質問の冒頭、議員からお示しのとおりでござ

いますが、最近はネットショッピングの一つの形態という形にまで進化していると

いうか、ちょっと違った方向にいってるなということを常々感じているところでご

ざいます。 

  後ほど、総務大臣の意見についてもご報告いたしますが、大楠議員のご質問の１

番目平成２７年から２９年までの、ふるさと納税と寄附金税控除額についてのご質

問にお答えいたします。 

  まず、本町への寄附金の受け入れ額ですが、平成２７年が８０万６,０００円、

２８年が１００万３,０００円、２９年が１８９万１,０００円となっております。 

  それに対しまして、本町より他の自治体へ寄附された方の人数と控除額、つまり

本町の町民の方々が他の自治体が示している品物を買うということの行為を行った

ということも言えると思いますが、これについては平成２７年が１９６名６０１万
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２,０００円、２８年が３３４名１,０２６万８,０００円、２９年が４８１名１,５

２１万７,０００円と年々増えておりまして、今後も増加するものと思われるわけ

でございます。 

  受け入れ額と控除額の差額の減収分については７５％の交付税措置がありますの

で、計算上の各々の年の減収額、税の減収額といたしましては、２７年が１０３万

２,０００円、２８年が２３１万６,０００円、２９年が３３３万２,０００円とな

っているわけでございます。 

  ２９年分の本町の糟屋地区内での状況は、寄附の受け入れ額は８市町中８番目、

１番額が多い自治体とは１億６,６００万円ほどの差がある、そういう事実となっ

ております。 

  また、他自治体への寄附の額は８市町中６番目となっており、毎年おおむね同じ

ような状況で移っているところでございます。 

  冒頭申し上げましたが、実は先週の９月７日に総務省が主催いたしました、総務

省政務三役と市町村長との意見交換会に出席してまいりました。 

  野田総務大臣の「人口減少社会における自治体経営・地域活性化のあり方とＩＣ

Ｔ最新技術の利活用について」という講演の中で、ふるさと納税についてのお話が

ございました。 

  その中で、制度の健全な運営のため、本年４月に通知を発出し、特に返礼割合３

割超えの返礼品や地場産品以外の返礼品について送付しないよう要請。 

  多くの団体が通知の内容を真摯に受けとめた。 

  一方で、一部の団体が通知に沿った対応を行っておらず、制度自体の存続が危惧

されている状況という話をされました。 

  そして、「今後については、通達の内容に違反する場合には、税の優遇措置を取

りやめる等の厳しい措置を取らざるを得ない。」また、「企業版ふるさと納税の活

用についても市町村長がしっかり理解してリーダーシップを持って利活用していた

だきたい。」とのお話もございました。 

  総務大臣のお話は報道でも皆さん方もお聞きになられたのではなかろうかと思い

ます。 

  この時の講演会の資料については、今後の自治体経営に大変参考になるものでご

ざいますので、後刻議員の皆様方に配付していただきたいと事務局に今届けている

ところでございます。 

  ご参考にしていただければと思っております。 
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  それでは、２番目以降３つの質問につきましては、まちづくり課長、産業観光課

長から答弁をいたさせますのでよろしくお願いいたします。 

○議長（阿部 寛治） はい、まちづくり課長。 

○まちづくり課長（三明 祐治） それでは、その次の「篠栗町の返礼品について」

の質問についてお答えをいたします。 

  ふるさと納税制度は、平成２０年から始まり、篠栗町では平成２８年度から寄附

者への感謝の品として返礼品の贈呈を始めました。当初の返礼品は、米、それから

焼酎の篠栗伝説、コンニャクなど４品でございました。その後、町内の事業者の協

力を得まして、現在２４品になりました。返礼品は、篠栗町で生産・製造されてい

る品物等で「日本蜜蜂のはちみつ」や「コンニャクの詰め合わせ」が人気の品とな

っておるところでございます。 

  篠栗町の返礼品は、平成２９年度４月１日付け総務大臣からの要請通知に基づき、

町内で販売されている品物で、寄附金額の３割以下のもので設定をしております。 

  寄附金額の多い自治体は、大量生産が可能な企業の商品を返礼品としており、寄

附金額の増加となっておりますが、篠栗町では、そういった大量生産の可能な商品

が数少ない状況でございます。 

  今後は、篠栗北地区産業団地進出の企業と協議し、返礼品数を増やして行きたい

と思います。 

  その次につきましては、産業観光課長にバトンタッチをしたいと思います。 

○議長（阿部 寛治） 引き続き、産業観光課長。 

○産業観光課長（栗原 俊孝） それでは、私からは２項目について答弁いたします。 

  まず、「特産物の開発として、コンニャク栽培に取り組んでこられたが、現状と

今後の見通し」についてお答えいたします。 

  コンニャク芋栽培につきましては、中山間地域における荒廃農地防止対策として、

平成２４年度から北筑前普及指導センターと粕屋農協に協力を依頼し、試験栽培を

始めました。 

  町の支援としましては、種芋、病気防除のための農薬、作付資材を予算化し、協

力農家へ無料で配布いたしております。 

  現状につきましては、病気の発生や、シカ・イノシシによる被害等、当初の想定

よりも栽培に手がかかることが判明し、年々協力農家が減少してきております。 

  栽培する過程での原因としましては、水はけのよい圃場では成功した例が多く、

水はけが悪い圃場では病気が蔓延し、また根腐れを起こしてしまうことが多くみら
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れました。 

  今後の見通しにつきましては、試験栽培を始めて今年で７年目となりますが、１

０年計画で実施しているところですので、平成３３年度までは栽培効率を上げるた

め、現在購入している種芋の品種をより病気に強く、でんぷん質が多い品種へと変

更を検討しているところでございます。 

  しかしながら、栽培の難しさや協力農家の減少などにより特産化も困難であるた

め、今後は他の作物への転換も検討する必要があるのではないかと協議を進めてい

るところでございます。 

  次に「薬用作物を山間地区の圃場の荒廃化防止・活性化対策として有効と考える

が検討されてはどうか」というご質問に対してお答えします。 

  現在、篠栗町では山間地区の荒廃農地対策としましては、先程ご説明いたしまし

たコンニャク芋栽培を推進しております。 

  生薬の原料として栽培されている薬用作物は、漢方医療を支えるとともに、全国

各地で生産されています。 

  国産薬用作物は、他の農産物のように一般的な取引市場が存在しないことから、

漢方薬メーカー等との契約栽培により生産されるのが大半となっており、その薬用

作物の買取価格は、主要の輸入国でございます中国産に比べ２倍から３倍となって

おります。 

  ただ、薬用作物が生薬として使用されるためには、医薬品の性状及び品質の適正

を図るため、医薬品医療機器等法第４１条に基づき、薬事・食品衛生審議会の意見

を聞いて、厚生労働大臣が定め公示する医薬品の規格基準書であります「日本薬局

法」に定められた品質規格をクリアすることが条件となっております。 

  今後、薬用作物栽培を進めるには、生産者側では栽培品種、入手方法、栽培方法、

受入側である企業等の選定、販売価格など調査研究していく必要があり、また、生

産協力者数の把握もしなければなりませんので、粕屋農協や北筑前普及指導センタ

ーのご指導、ご協力が必至となってきます。 

  新しい特産品の開発に向けての取り組みにつきましては、現在、いろんなご意見

をいただきたいところでございますので、薬用作物栽培につきましても、今後の検

討課題とさせていただきます。 

  以上でございます。 

○議長（阿部 寛治） はい、まちづくり課長。 

○まちづくり課長（三明 祐治） それでは、最後の「協働のまちづくり事業等も含
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めて、ふるさと納税や返礼品等の開発に取り組んではいかがか」というご質問に私

のほうからお答えをいたします。 

  協働のまちづくり事業は、住民、事業者、行政が協力し、それぞれの得意分野で

それぞれの能力を生かした知恵を出し合い、地域の課題を解決しながら、ともに

「まちづくり」に取り組んで行くこととしております。 

  少し話はそれますが、ある村では、返礼品に「一日村長券」を加えたところ、案

外人気となっているそうでございます。 

  我が町においても物品の返礼にとらわれることなく、知恵を絞った返礼システム

を作り上げることも必要かもしれません。 

  また、この度、篠栗北地区産業団地に食品系企業２社との立地協定の締結が整い

ましたので、商品開発の知恵を持った進出企業と地域の皆さんとの意見交換の場を

設け、それぞれが知恵を出し合い新たな商品、返礼品の開発に取り組んで参りたい

と考えております。 

  以上です。 

○議長（阿部 寛治） 再質問があれば、はい、大楠議員。 

○議員（大楠 英志） 最初に町長から答弁がございました。 

  寄附金額と納税控除額。これには約１,２００万から３００万ぐらいの開きがあ

るわけでございます。その中で、国は交付税措置で７５％を補填するとしておりま

すが、果たして今国がですね、公費の中からこれだけ大きな災害等があって、そう

いう国に能力がないと言ったらと思いますが、あまり国を信用できないなというこ

とを私は考えておりますし、年々ですね、交付税措置が億単位で減額されておりま

す。 

  本当にこれから地方の自治体が生きていくには財源確保、特にですね、私もいろ

んな情報を見て、一昨年ですかね、平戸に行ってまいりました。平戸はですね、も

う倉庫が空になるほどですね、返礼品で追われているというようなことで、非常に

うらやましい思いをしたわけでございます。 

  篠栗におきましても今、山間部で農地が荒れてですね、先日も内住の方に聞くと

「今年、米作りやめる」と「もう田んぼは、荒れましょうや」というようなことで、

圃場に農作物が植えてないとですね、土砂崩れとかですね、そういうことが発生し

ますので、最終的には、町が町費を使って災害復旧せないかんというような状況に

なります。 

  また、そこに農業は成り立たないということになれば、そこから人が出て行くと
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いう最悪の状況になりますので、何とかですね、圃場を現状のままで維持できない

かと思っておるわけでございます。 

  それで、いろいろ知恵を絞っていただいてですね、何とかこの特に、町のいろん

な新しい事業、それから、地域の活性化に向けてはいろんな先ほどから批判等があ

りますが、一番手っ取り早い財源獲得方法ではないかなと思っております。 

  それから、コンニャクの栽培でございますが、これは私もずっと取り組んでおり

ますが、なかなかですね、うまくいきません。 

  なぜかと申しますと、我々がコンニャクを植えておるところは稲作を作っておる、

一応田んぼですね、そこは水もちが良いわけですよね。 

  稲づくりには、ざる田ではいけませんので、水もちの良い田んぼで植えておりま

すので、なかなかその排水が悪いということで、１番産地の群馬県では、開拓した

開墾した急斜面の山とか原野を切り開いたところですので、大変、適地と言います

か、排水が良いわけですね。 

  その辺のですね、基本的なことが、ちょっと適地適作ではないんじゃなかろうか

と思っておりますので、勇気を出していただいて、違う作物に転換も勇気あるそう

いう方向転換も必要ではなかろうかと思っております。 

  まだ、このふるさと納税の返礼品ですが、米と篠栗伝説（焼酎）で、今は山王で

すかね、栽培してあります日本ミツバチの蜂蜜とかコンニャクが人気があるという

ことを聞いておりますが、蜂蜜の場合、小さな地域ですので数に限りがあるんじゃ

なかろうかと、こういうのをですね、どんどん広げていかれてですね、地域が活性

化になるようにぜひ進めていただきたいとそう思っております。 

  また、課長から北地区産業団地のですね、これ食品団地ですので、私も期待する

ところでありますが、まだ営業といいますか、それにはちょっと時間がありますの

で、その間といいますか、間にもぜひ両方合わせてですね、進めていただきたいと

このように思っております。 

  それから、最後になりますが、この薬用栽培植物ですね、これは私もですね、今、

ニホンヤマトニンジンというのか、１回、議会でも飲んでいただきましたが、薬用

ということではなくて、健康茶と言いますか、健康食品として栽培ということも一

つのヒントとして考えられるんではなかろうかと思っております。 

  それと協働のまちづくり事業ですね、これはですね、３００万円の予算で町のい

ろんな経営とか、政治に参画してもらって、立派なすばらしい事業だなと思ってお

ります。 
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  ただ、これの団体名が減少しておるということで、この辺のですね、ちょっと視

点も変えていただきましてね、町民と一体になってこの町を作り上げる、これはも

うすばらしい事業じゃないかなと期待しておりますので、何とかその辺はですね、

やっぱりある意味プロじゃなくて、素人の考えの目線というのも大事な意味がある

んじゃないかなと思っておりますので、ぜひ、これがですね、「もう予算はありま

せん」と「補正予算をお願いします」というぐらいになっていただきたいなと思っ

ておりますし、また、これがふるさと納税の盛んなところはですね、ある程度カリ

スマと言いますか、それに集中して取り組んでいるという職員が、どこの地域にも

おられますので、その辺はまた町長にですね、一つ考えていただきまして、観光協

会との連携をしながら、ぜひ、進めていただきたいと思っております。 

  質問は以上ですが、答弁ございましたら、いただきたいと思います。 

○議長（阿部 寛治） はい、町長。 

○町長（三浦 正） 各項目、再質問という形でいろいろ御要望を承りいたしました。 

  これまで私どもも、さまざま取り組みをしてきておりますが、なかなかやっぱり

一朝一夕にこれはうまくいったっていうものはない。正直なところそういう状況で

はございますけれどもですね、１０年期間ぐらいで地道に一つ一つ形にしていく努

力をして参りたいと考えます。 

  どうもありがとうございました。 

○議長（阿部 寛治） はい。 

  質問順位５番、今長谷武和議員。 

○議員（今長谷 武和） はい。 

  議席番号６番の今長谷でございます。 

  本日は、育児休暇中の保育園退園制度について、教育長へお伺いいたします。 

  この制度は、保育園へ子どもを預けて働いている親が、下の子どもさんが生まれ

て育児休暇を取るのであれば、その期間中は上の子は保育園を退園し、親が保育を

しなさいという制度でございます。 

  家庭での保育が可能な子に退園していただくことで、現に就労等により保育が必

要で、入園を待っているお子様が入園できるようになりますが、育児休暇が明けて

も、途中入所の可能性は極めて低く、次年度にまた保育園に入所できる保障もなく、

これらの負担・重圧は大きなものになっております。 

  町は、育児休暇中の子どもの保育についてどのように臨んでいかれますか。 

  「篠栗町総合計画」や、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の中でもうたって
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おられます「出産・子育て支援の充実」のあり方を実行するために、改善が必要で

はないかと私は思います。 

  ２人目３人目と、子どもを安心して出産できるように、きちんと行政が応援して

いくことが必要ではないかと思いますがいかがでしょうか。 

  せっかく２人目３人目の子どもを産み育てて、頑張っている子育て家庭を、制度

がカバーしていないために保育所を利用できないことが、新たな出産を諦めるとい

う現況としてあらわれかねません。 

  若い世帯が篠栗町を選び、定住するための子育て支援策の一つとして、下の子ど

もの育児休暇中に、上の子どもが保育園を退園となる現状を見直すべきではないで

しょうか。 

  そのことを踏まえて、次の質問をいたします。 

  １、育児休暇取得により、保育園を退園になった子どもさんは、昨年、一昨年は

何名いらっしゃいましたか。 

  ２つ目、育休退園後の子どもさんに対し、どのような対応をされていますか。 

  ３つ目、育休中も継続して保育を受けられれば、子どもさんにとって精神的な不

安は少なく、母親の職場復帰の不安や、負担も軽減されると考えますが、いかがで

しょうか。 

  篠栗町の制度はどうなっているのかを説明いただき、質問の答弁をよろしくお願

いいたします。 

○議長（阿部 寛治） はい。教育長。 

○教育長（西 邦彰） 今長谷議員の「育児休暇中の保育園退園制度の改善につい

て」の御質問にお答えいたします。 

  篠栗町教育委員会では「篠栗町総合計画」や、「篠栗町まち・ひと・しごと創生

総合戦略」において、出産、子育て支援の重点項目として、認可保育所、認定こど

も園などの保育施設、その他の保育所等の整備を促進するための検討を重ねている

ところでございます。 

  それでは、育児休暇中の子どもの保育についてどのように臨んでいくかとの御質

問についてお答えいたします。 

  育児休暇中の保育所等の利用も含め、保育施設の利用調整は、子ども・子育て支

援新制度に基づき実施しているところでございます。 

  しかし、本町の保育施設の入所においては、待機児童が継続的に発生している状

況であり、母親の育児休暇中における兄弟児の入所については、可能な限り対応し
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ているところでございます。 

  今後は、まず保育施設等の受入能力の拡充など、子育て支援の基盤となる保育施

設の整備を早急に具体化し、出産と子育ての希望をかなえることができる体制の構

築を急ぎたいと考えております。 

  御質問の項目につきましては、入所制度の概要とあわせ、こども育成課長から答

弁いたします。 

  以上でございます。 

○議長（阿部 寛治） はい、こども育成課長。 

○こども育成課長（井上 伸一） こども育成課長でございます。 

  御質問にお答えする前に、保育施設の利用制度の概要及び保育施設の入所状況に

つきまして御説明申し上げます。 

  保育施設の利用は、子ども・子育て支援新制度におきまして、保育が必要である

と判断するための基本的な要件が定められております。 

  具体的には、保護者の就労、妊娠・出産、疾病や障害、求職活動中であること、

虐待やＤＶの恐れがあることなど、保護者に代わって施設で保育を必要としている

状況にあることが要件となっております。 

  なお、育児休暇を取得中であっても、既に保育を利用している子どもがいて、そ

の子どもの継続利用が必要であると認める場合は、保育を必要としている状況にあ

ると判断することとなっております。 

  町は、保護者からの保育施設の利用申請を受け、これらの入所要件を満たしてい

るか確認し、利用の承諾を行うこととなっており、保護者からの申請の内容等に基

づき、世帯のそれぞれの状況について、入所要件に照らし、細かく点数付けを行い、

その点数により入所順位を設定し、利用調整を実施いたしております。 

  本町の保育施設の入所状況につきまして簡単に申し上げます。 

  平成３０年９月初日の入所人数は７６６人で、町内保育施設の定員合計に対し、

５％ほど多く受け入れを行っております。また、同日の待機児童は５７名でござい

ます。 

  それでは、御質問につきまして、付番の順にお答え申し上げます。 

  まず、①育児休暇取得により、保育園を退園になられた子どもさんの昨年、一昨

年の人数についてお答えいたします。 

  母親の出産を理由として、保育園を退園した児童のうち、その母親が、育児休暇

を取得したか否かの追跡調査は行っておりませんので、母親の出産を理由とする退
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園児童数についてお答えいたします。 

  昨年の平成２９年度は２８人、一昨年の平成２８年度は２６人でございます。 

  次に、②育休退園後の子どもさんに対してどのような対応をされていますか、と

の御質問にお答えいたします。 

  育児休暇を取得され、一旦退所となった子どもさんがいる世帯につきましては、

保護者の職場復帰に伴い、再入所の申請が提出された場合には、算定した基準点数

に調整点数を加算し、入所順位において一定の配慮を行っているところでございま

す。 

  次に、③育児休暇中も継続して、保育を受けられれば、子どもさんにとっても精

神的な不安も少なく、母親の職場復帰の不安や、負担も軽減されると考えますがい

かがでしょうかとの御質問にお答えいたします。 

  母親が育児休暇中であっても、児童が小学校への入学を控えていることなど、環

境の変化に留意する必要性への配慮としまして、母親の育児休暇中に、４歳児クラ

ス、５歳児クラスに属する児童がいる場合は、継続入所を認めることとしていると

ころでございます。 

  また、母親に育児不安があるなど、特に配慮の必要性がある場合には、継続して、

個別に対応を検討することといたしております。 

  育児休暇中の保護者の子どもの保育につきましては、今お答えいたしましたとお

り、一定の配慮を加えながら実施しているところではございますが、先ほど西教育

長が答弁されたとおり、保育施設の入所において待機児童が発生し、保育施設の不

足は明らかとなっておりますので、保育施設の整備につきまして、現在さまざまな

角度から検討を進めているところでございます。 

  今後、施設の整備拡充を図り、子育て支援につながるきめ細かな対応も向上させ

てまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（阿部 寛治） 再質問があったらどうぞ。 

  はいどうぞ。 

○委員長（今長谷 武和） 先ほどですね、一昨年、昨年で２８名と２６名が退園さ

れたということございますが、この子どもさんたちが、育児休暇が終わって、すぐ

に入園された人数というのはわかるでしょうか。 

  何名いらっしゃったかわかりますか。 

○議長（阿部 寛治） はい、こども育成課長。 
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○こども育成課長（井上 伸一） 入所要件につきましては、先ほど御説明しました

とおり、利用調整は点数を持って、総合点数で評価しております。 

  そういった関係がございまして、今、御質問の個別のケースについての数字はで

すね、詳細を調査しないと、ちょっと答えが出てこないものですから、今数字を持

っておりません。 

  以上です。 

○議長（阿部 寛治） はい。 

  何かありましたらどうぞ。 

○委員長（今長谷 武和） 多分ですね、私、周りの方なんかにもお聞きして思うん

ですけども、なかなかすぐ再入園ができずに休暇を延ばしたり、最悪の場合はです

ね、退職もしかねないというふうな話を聞いております。 

  特にそういうことで、保護者の方の不安は、やっと保育園に入られたのに、次年

度に入園できても１年間のブランク等が生じてしまいます。そのことによって、友

達と再び触れ合えるのか、また、一度退園したら、育児休暇を超え、復職するとき

に入所先を探すのに非常に困難だというお言葉をたくさん聞きます。入所先がなけ

れば、復職できないので、育児休暇の延長、最悪の場合は退職もしておるという話

も聞いております。通園する、あるいは在園するという選択ができるように、そし

て、退園した場合には、育児休暇が終わった時の再入園については、保護者の希望

に沿う形でできるようにすべきだと私は考えますが、いかがでしょうか。 

○議長（阿部 寛治） こども育成課長。 

○こども育成課長（井上 伸一） 先ほど御質問にお答えしましたとおり、現状では、

保育施設の不足が生じております。 

  まずこの施設の拡大をですね、最優先にはかることによって、さまざまな、今、

議員が御質問の件も含めまして、さまざま多岐にわたる要望にできるだけ広範囲に

こたえていきたいと考えております。 

○議長（阿部 寛治） さらにありますか。 

  はい、今長谷議員。 

○議員（今長谷 武和） とにかく、最低でも退園ではなくてですね。育児休暇が終

わった時点で再入園できるような退園制度に早急に改善していただけるよう強く要

望して終わります。 

○議長（阿部 寛治） 以上で、本日の日程は全て終了いたしました。 

  これをもちまして散会とします。 
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散会 午後 ０時１４分 


